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ウォーカブルシティに関する考察 

 

小林 敏樹 

 

１．はじめに 

近年、歩くことに着目したまちづくりが各地で進められている。日本、海外を問わず、コ

ンパクトシティ政策の進展、それに伴った自動車を中心としたまちづくりから、歩行者を中

心としたまちづくりへのシフト、高齢社会の進展や健康志向などによる歩くことへの関心

の高まりなどが見られる。歩くことに着目したまちづくりの手法として、ウォーカブルシテ

ィ、ウォーカブルアーバニズム、ウォーカビリティといったキーワードが都市計画関連の文

献等で多く見られるようになっている。本稿では、こういった歩くことに着目した都市づく

り（ウォーカブルシティ）について、その経緯と現状、さらには先行している事例の考察を

通して今後のまちづくりの在り方を考える。 

 

 

２．ウォーカブルシティの系譜 

 ウォーカブルシティの系譜であるが、歩くことに着目した都市づくり、まちづくりは近年

はじまったものではない。歴史を遡ると、エベネザー・ハワードの田園都市の提案やジェイ

ン・ジェイコブスによる都市の多様性が生まれるための 4 条件についても、そのベースには

歩くことがある。そういった歴史的な取り組みについての考察は他に譲り、本稿では近年の

潮流、特に歩くことに着目したまちづくりの政策について概観する。歩くことに着目したま

ちづくりは大きく 2つの側面を持っている。一つは都市計画分野での取り組みであり、もう

一つは医学的視点から歩くことに着目した健康、保健医療、福祉分野でのまちづくりである。

本稿ではその 2つの側面から近年の主だった政策をみる。 
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（１） コミュニティゾーン形成事業（図－1） 

都市計画分野の政策で歩くことに関連した主な取り組みとしては、まず、1996 年の「コ

ミュニティゾーン形成事業」がある。この事業は、歩行者の通行を優先すべき住宅系地区を

中心に、車の走行速度の抑制、歩車分離、歩車共存、コミュニティ道路の整備等により歩行

者の安全を確保するための対策を展開した。全国で約 150 地区が指定された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図−1 コミュニティゾーン形成事業イメージ図（出典：警察⽩書（1998）） 
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（２）あんしん歩行エリア（図－2） 

次いで、2003 年に警察庁および国土交通省による「あんしん歩行エリア」がある。この

背景として、日本における歩行者、自転車利用者による交通事故の割合が諸外国に比べると

高いことがある。歩行者、自転車の安全対策が必要な地区を指定することにより、面的で総

合的な事故対策が行われた。全国で約 800 のエリアが指定された。 

 

 

 

 

 

 

図−2 あんしん歩⾏エリア整備イメージ図（出典：警察⽩書（1998）） 
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（３）歩いて暮らせる街づくり構想 

次いで、1999 年の歩いて暮らせる街づくり構想がある。この構想の基本的考え方は、 

・生活の諸機能がコンパクトに集合した暮らしやすいまちづくり 

 高齢者でも自宅から歩いて往復できる範囲の中に、オフィス、商店街、公共サービス機

関、医療機関、学校、保育所を始めとする福祉施設、文化・娯楽施設など、通常の生活

者が暮らしに必要な用を足せる施設が混在するまちづくり 

・安全、快適で歩いて楽しいバリアフリーの街づくり 

 子どもから高齢者まで安心して移動できるよう、自宅からまちなかまで連続したバリ

アフリー空間の確保された夜間も明るく安全で快適な歩行者、自転車中心のまちづく

り 

・まちなかに誰もが住めるまちづくり 

 子育て世帯、高齢者世帯、独身者など幅広い世代の住民から

なるコミュニティの再生につながる多様な住まいを選べる

まちづくり 

・住民との協働作業による永続性のあるまちづくり 

 段階的な建替え等を通じた施設整備にとどまらず、計画構想

段階から施設整備後の維持管理や広場等における祭り、イベ

ントなどの地域活動等も含めて、住民、ＮＰＯや企業と行政

の連携・協働作業で魅力ある街を育てていく、住民主役の永

続性のあるまちづくり 

以上を総合的に実現しようとしたものである。 

この構想にもとづいて全国で 30 のモデル都市（表－1）が

選定され具体的な施策が行われた。具体的には、都市構造の

改編や交通体系の整備、歩きたくなる環境整備、歩いて楽し

いまちなかの整備、まちなか居住の推進と暮らしやすい住環

境整備等である。人口規模でその傾向をみると、比較的人口

規模の大きな都市では、中心市街地の通過交通を排除し歩行

者空間の形成を図るような中心市街地全体の交通計画の策定

や、公共公益施設を集積し歩いて暮らせるまちの形成を図る

計画や、コミュニティバス、シェアサイクルなど歩くことを

補完する新たな交通手段の提供など比較的規模の大きな取り

組みが目立つ。一方、人口規模の小さい都市では、まちある

きイベントの実施、まちあるきコースの設定、空き家・空き

店舗の活用など、比較的規模が小さく、ソフト事業を中心と

した取り組みがみられた。 

 

都道府県 市町名
岩見沢市
大樹町

宮城県 大崎市
秋田県 鷹巣町
山形県 鶴岡市
福島県 福島市
群馬県 沼田市
茨城県 ⽔⼾市
千葉県 市川市
東京都 墨田区
神奈川県 川崎市
新潟県 上越市
富山県 富山市
石川県 加賀市
静岡県 浜松市

春日井市
碧南市

三重県 桑名市
京都府 京都市
大阪府 豊中市
兵庫県 神⼾市
島根県 松江市
山口県 山口市
香川県 善通寺市
徳島県 小松島市
愛媛県 松山市
福岡県 北九州市
⻑崎県 ⻑崎市
熊本県 ⽔俣市
沖縄県 沖縄市

北海道

愛知県

表−1 歩いて暮らせる街づく
り構想モデル都市一覧
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（４）社会実験 

   日本における社会実験の歴史は 1969 年の旭川市平和通りで行われた歩行者空間化のた

めの交通規制であった。その後、70 年代から 80 年代にかけて社会実験の手法が徐々に全

国に広がった。そして、国土交通省は 1999 年から、地域におけるにぎわいの創出、まち

づくりや道路交通の安全の確保等に資するため、社会的に影響を与える可能性のある道路

施策の導入に先立って、関係機関、地域住民等の参加のもとに、場所や期間を限定して当

該施策を試行・評価し、もって新たな施策の展開と円滑に事業を執行することを目的とし

た公募型の社会実験を各地で行っている。これまでに行われた主なものとしては、歩行空

間を拡大すること等により車優先の道路から歩行者や自転車優先の道路への再構築を図

る実験、オープンカフェ等の道路空間の多目的利用を図る実験、パーク＆ライド等を用い

た公共交通機関の利用促進を図る実験、路上や路外での荷捌き空間創出や駐車場への誘導

により車両の駐車の効率化を図る実験、通り名位置番号方式による道案内を図る実験等が

ある。 

   社会実験のこうした流れは、その後の全国都市再生モデル調査での取り組みや、後述の

都市再生特別措置法、中心市街地活性化法等の道路占用許可にかかわる法改正等につなが

っている。 

 

（５）道を使用した地域活動円滑化のためのガイドライン、地域の活性化等に資する路上イ

ベントに伴う路上占有の取り扱いについて 

国土交通省は、2005 年に「道を使用した地域活動円滑化のためのガイドライン」と「地

域の活性化等に資する路上イベントに伴う路上占有の取り扱いについて」を作成、公表し

ている。これらのガイドラインの背景として、かつては生活の場であった「道」がモータ

リゼーションの進展に伴い自動車交通のための空間となってしまったことがあげられる。

海外では、道路空間を活用した、継続的なオープンカフェによりまちのにぎわいづくりに

も寄与する事例が出てきたことから、日本においてもまちづくりのための道路空間の活用

を円滑に実施するための手法をまとめたものである。 

 

（６） ゾーン 30（図－3） 

2011 年から「ゾーン 30」の取り組みも行われている。これは、生活道路における歩行者

等の安全な通行を確保することを目的として、区域（ゾーン）を定めて最高速度 30 ㎞/h

の速度規制を実施するとともに、その他の安全対策を必要に応じて組み合わせ、ゾーン内

における速度抑制や、ゾーン内を抜け道として通行する行為の抑制等を図る生活道路対策

である。2019 年 3 月時点で、3600 か所以上で整備が行われており、ゾーン内における一

定の交通事故抑止効果や自動車の通過速度の抑制効果が認められている。 
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 図−3  ゾーン 30 の概要 (出典：警察庁ホームページ) 
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（７） 健康・医療・福祉のまちづくりの推進ガイドライン 

超高齢化社会の到来に対応するため、多くの高齢者が地域において活動的に暮らせると

ともに、助けが必要な高齢者に対しては、地域包括ケアシステムの構築とまちづくりとの連

携等により、地域全体で生活を支えることができる社会が必要であるとして、日々の暮らし

における、まちを歩くこと、コミュニティ活動といった生活活動に着目し、2014 年に、「健

康・医療・福祉のまちづくりの推進ガイドライン」が策定された。このガイドラインでは必

要に応じて地域の支援を得て、より活動的に暮らせるまちづくりをめざし、日常生活圏域等

における必要な機能（健康機能、医療機能、福祉機能、交流機能、商業機能、公共公益機能）

の確保や、歩行空間、公共交通ネットワークの充実等を一体的に取り組む都市構造のコンパ

クト化の推進の仕方が示されている（図－4～6）。また、このガイドラインでは健康・医療・

福祉のまちづくりをすすめるための根拠として、歩くことについてのエビデンスが示され

ており（図－7）、エビデンスベースでのまちづくりの推進も図られている。さらに、2018 年

には、「健康・医療・福祉のまちづくりの推進ガイドライン」をふまえた取り組みが促進さ

れるために、地域の課題分析（診断）や対応施策の検討などについて、具体的な手法、手順

等まとめた手引書「健康・医療・福祉のまちづくりの手引き－地区レベルの診断と処方箋－」

も作成されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．最近の動き 

 

図−4 健康・医療・福祉のまちづくりガイドラインの概要 (出典：国⼟交通省ホームページ) 
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図−5 健康・医療・福祉のまちづくりガイドラインによる市街地整備のイメージ 
(出典：健康・医療・福祉のまちづくりガイドライン) 
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図−6 健康・医療・福祉のまちづくりガイドラインによる住宅地整備のイメージ 
(出典：健康・医療・福祉のまちづくりガイドライン) 
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（８）歩行量（歩数）調査のガイドライン 

 コンパクトシティの多様な効果の一つである健康増進効果を把握することを目的に、身

体活動の基本であり、まちづくりの指標となる歩行量（歩数）調査のガイドラインが 2018

年に策定された（図－8）。このガイドラインにもとづいた調査により、健康増進効果に着目

した立地適正化計画の作成が各地で進められてきている。また、このガイドラインの中で、

歩行による医療費抑制効果に言及している点も注目される（図―9）。 

 

図−7 健康・医療・福祉のまちづくりガイドラインの５つの取り組みが効果的であるとする根拠 
 (出典：国⼟交通省ホームページ「健康・医療・福祉のまちづくりガイドライン」リーフレット) 
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図−8 歩⾏量（歩数）調査のガイドラインの概要 (出典：国⼟交通省ホームページ) 

図−9 補講による医療費抑制効果 (出典：国⼟交通省ホームページ) 
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３．最近の動き 

（１）都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会

国土交通省都市局では、2019 年 2 月～6 月まで「都市の多様性とイノベーションの創出

に関する懇談会」を設置し、バックグラウンドの異なる多様な主体が交じり合い、イノベー

ションの源泉となり、付加価値を創出するためには、都市空間にどのような機能が必要か、

そのためには、どのような取り組みが必要かという点について議論が行われた。 

2019 年 6 月に出された提言では、コンパクト・プラス・ネットワーク等の都市再生の取

組をさらに進化させ、官民のパブリック空間（街路、公園、広場、民間空地等）をウォーカ

ブルな人中心の空間へ転換・先導し、民間投資と共鳴しながら「居心地が良く歩きたくなる

まちなか」を形成することにより、多様な人々の出会い・交流を通じたイノベーションの創

出や人間中心の豊かな生活を実現し、まちの魅力・磁力・国際競争力の向上が内外の多様な

人材、関係人口を更に惹きつける好循環が確立された都市を構築することができるとして

いる。つまり、「居心地が良く歩きたくなるまちなか」からはじまる都市の再生が提言され

た（図－10～13）。 

図−10 都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会の概要 
(出典：都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会 中間とりまとめ) 
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図−11 都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会の概要 
(出典：都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会 中間とりまとめ) 

図−12 都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会の概要 
(出典：都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会 中間とりまとめ) 
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図−13 都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会の概要 
(出典：都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会 中間とりまとめ) 
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（２）「まちなかウォーカブル推進プログラム（仮称）」～国による「10 の施策」～ 

都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会の提言「居心地が良く歩きたくな

るまちなか」を具体的に進めていくために、「まちなかウォーカブル推進プログラム（仮称）」

～国による「10 の施策」～が検討されている（図－14）。 

 

 

 

 

（３）ウォーカブル推進都市（図－15） 

 都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会の提言「居心地が良く歩きたくな

るまちなか」に賛同し、その取り組みを進める都市「ウォーカブル推進都市」が募集されて

おり、2020 年 2 月末現在、238 都市が名乗り出ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図−14 「まちなかウォーカブル推進プログラム（仮称）」〜国による「10 の施策」〜の概要 
 (出典：国⼟交通省ホームページ) 



図−15 ウォーカブル推進都市一覧（2020 年 2 月末現在） 出典：国⼟交通省ホームペー
ジ
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（４）都市再生特別措置法の改正

2020 年 2 月 7 日、都市再生特別措置法改正案が閣議決定された（図－16）。改正案のうち

ウォーカブルシティ関連として、「居心地が良く歩きたくなる」まちなかの創出があり、官

民一体で取り組む「居心地が良く歩きたくなる」空間の創出（公共による車道の一部広場化

と民間によるオープンスペース提供等）、まちなかエリアにおける駐車場出入口規制等の導

入（メインストリート側ではなく裏道側に駐車場の出入口を設置）、イベント実施時などに

まちづくり会社等の都市再生推進法人が道路・公園の占用手続等を一括して対応がある。ま

た、この法制度の KPI として、2025 年度までに 100 市町村以上の「居心地が良く歩きたく

なる」まちなかづくりに取り組む区域（まちなかウォーカブル区域：滞在快適性等向上区域）

を設定とある。 

 この法改正に関連し、2020 年度予算案にまちなかウォーカブル推進事業が新たに創設さ

れている（図－17）。この法改正と同時期に行われた道路法改正の「歩行者利便増進道路」

制度と「まちなかウォーカブル区域：滞在快適性等向上区域」の組み合わせによってもより

「居心地が良く歩きたくなる」まちなかの創出が可能となることも考えられる（図－18）。 
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図−16 都市再⽣特別措置法の一部を改正する法律案の概要   (出典：国⼟交通省ホームページ) 
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図−17 都市再⽣特別措置法の一部を改正する法律案の概要   (出典：国⼟交通省ホームページ) 

図−18 都市再⽣特別措置法の一部を改正する法律案の概要   (出典：国⼟交通省ホームページ) 
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4．ウォーカブル推進都市の取り組みの特徴 

ウォーカブル推進都市 238 都市の取り組み状況をみると、さまざまな形で歩くことに着

目したまちづくりを行っている都市がある一方、ほぼ全くと言っていいほど歩くことに関

連した取り組みをこれまで行ってきておらず、これから取り組んでいこうとする都市も多

数があることがわかる。以下では、取り組みがある都市のうち主なものをいくつか挙げる。 

（１）スマートウェルネスシティ

 少子高齢化、人口減少社会において、高齢になっても健康で元気に暮らせることは、それ

自体が社会貢献であり、健康で元気に暮らせること、すなわち健康（健幸）であることは、

自己と社会双方にとってメリット（生きがい、豊かな生活、医療費の抑制）である。このよ

うな健幸都市（Smart Wellness City）を実現するためには、公共交通インフラの整備（緑

道、歩道、自転車道等、）健康医療データ分析と総合的エビデンス（データ的根拠）に基づ

く客観評価、健康増進インセンティブによる住民の行動変容促進（ポピュレーションアプロ

ーチ）、ソーシャルキャピタルの醸成の４つの要素が重要であるとされる。 

 健幸（ウェルネス）をまちづくりの中核に位置付け、住民が健康で元気に暮らせる新しい

都市モデル「Smart Wellness City」の構築を目指す首長が集まり、2009 年に Smart Wellness 

City 首長研究会が発足し、現在 59都市が参加し、各地で健幸なまちづくりの取り組みが進

められている。ウォーカブル推進都市の多くもこの Smart Wellness City 首長研究会に参

加している。具体的な取り組みとして、「歩いてしまう、歩き続けてしまう」まちづくりが

ある。例えば、自動車の流入を制限する地区をつくり、近隣の住民が歩くようになると、日

常の身体活動量が増加し健康度が向上し、医療費が抑制されるというような、歩くことをベ

ースとしたまちづくりの取り組みがある。 
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（２）柏の葉ウォーカブルデザインガイドライン（千葉県柏市）

 千葉県柏市柏の葉キャンパス駅周辺を対象エリアとした柏の葉国際キャンパスタウン構

想において、「健康をはぐくむ柏の葉スタイルの創出」を掲げ、歩行環境の充実を示してい

る。そこで、ウォーカビリティの向上との関連が示されている国内外のエビデンスや事例を

集め、まちづくりの具体的手法を整理し、柏の葉ウォーカブルデザインガイドラインを 2019

年 2 月に作成している。内容としては、８つの基本方針を示し（図－19）、さらにそれぞれ

の基本方針をもとに 40の具体的な手法が示されている（図－20）。 

図−19 柏の葉ウォーカブルタウンの実現に向けた 8 つの基本⽅針の概要 
(出典：柏の葉アーバンデザインセンターホームページ) 
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図−20 柏の葉ウォーカブルタウンを実現するための具体的⼿法の一例  
 (出典：柏の葉アーバンデザインセンターホームページ) 
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（３）飯塚市立地適正化計画（福岡県飯塚市）

 飯塚市の立地適正化計画では、医療、福祉、健康などをテーマにまちなかの再生をすすめ

ようとしている（図－21）。これまでも飯塚市では、「健幸都市いいづか」を掲げ、「いいづ

か健幸都市基本計画」を策定している。この計画にもとづき、ウォーキングコースや歩行空

間づくり、公園整備などの歩いて暮らせるまちづくりの推進や、公共交通ネットワークづく

り、健康拠点の整備や健康づくりの支援等さまざまな取り組みを推進してきた。それらをも

とに、立地適正化計画では、歩行量増加による医療費の削減や空き店舗の解消等に取り組も

うとしている。 

図−21 飯塚市⽴地適正化計画の概要  (出典：国⼟交通省ホームページ) 
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５．最後に 

本稿では、まず日本におけるウォーカブルシティに関する政策の変遷を概観した。当初は、

車の走行速度をいかに抑制させるかといった、歩行者の安全性の確保に重きが置かれてい

た傾向にあった。その後、暮らし、生活といった視点が加わり、歩いて暮らせるために必要

な施設の整備、そして、歩行者空間の安全性という面では、バリアフリー、ユニバーサルデ

ザインの視点からの整備等も加わっていった。さらにまちづくりの進め方としても、当初は、

狭い地区レベルでの取り組みから、より広い範囲、さらには中心市街地全域を対象とした取

り組みへと展開している。同時に取り組みの進め方にも変化が見られ、さまざまな取り組み

を実験的に行いながら最適なまちづくりを目指す方法も増えてきている。近年では、都市計

画分野だけでなく、福祉、医療、健康といった多様な分野の政策と連携した総合的な取り組

みへと発展してきていると同時に、エビデンスをベースとしたより強い政策へと舵が切ら

れつつある。さらに直近では、より総合的、一体的に、歩くことをベースとしたまちづくり

を進めていこうとする政策の意図がみてとれる。 

 北九州市においても、国家戦略特区を活用したエリアマネジメントの民間開放により、小

倉、八幡、門司、黒崎などでまちのにぎわいの創出が図られており、また、健康づくりとい

う面から「GO!GO! あるくっちゃ KitaQ」というスマートフォン向けのアプリを開発するな

ど多様な分野からウォーカブルシティの形成に向けた取り組みが進められている。 

 今後は、他都市における取り組みのように総合的、一体的に歩くことをベースとしたまち

づくりの展開が期待される。またウォーカブルシティの取り組みは、SDGs とも親和性が高

く北九州における新たなまちづくりの方向性としては最適であると考えられる。 

最後に、ウォーカブルシティの取り組みを進めていくうえで、より着目していく必要があ

る考え方として、「０次予防」を提示しておきたい。これまでの医療、福祉、健康まちづく

りにおいては、１次予防（健康増進）、２次予防（早期発見、早期治療）、３次予防（再発、

悪化予防）の３つの予防があるといわれてきた。しかしこれからは、そういった予防だけで

なく、暮らしているだけで健康を保てるようなまちの環境を整備することにより、各自が努

力しなくても知らず知らずのうちに健康を保てるようなまちづくりが必要となってくるは

ずである。これがまさに０次予防といわれる考え方であり、こういった考え方を踏まえたウ

ォーカブルシティづくりが今後望まれる。 
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